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１．経済と環境のデカップリング
に関する現状分析



世界の経済成長とCO2排出量の関係

出典）IEA統計より
注）GDPは実質、為替換算の2005年価格表示
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- 世界GDPとCO2排出量の関係は基本的に強い正の相関が見られる。2013-16年の間、世界排出
量はほぼ横ばいだが、長期の傾向で見ると、むしろ2009-13年の間の排出の伸びが大きかったも
のが調整されてきているに過ぎないと見ることもできる。

- 排出抑制の主要な要因は、中国を中心に鉄鋼、セメント等の生産調整、および、米国シェールガス
シフトの影響が大きい。再エネの増大の影響は相対的に寄与度は小さいと見られる。

- 2017、18年と再び世界CO2排出量は上昇基調に。
- 引き続き、世界のCO2排出量はそう簡単に減少させられるような楽観的な状況にはない。
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要因 2015年排
出削減効果

内容

世界の銑鉄生
産量の減少

約▲2.5億
トン

銑鉄約1.0億トン減少
（主に中国の生産調整）

世界のセメント
生産量の減少

約▲0.5億
トン

セメント約1.7億トン減少
（主に中国の生産調整）

米国のシェール
ガス利用拡大に
よる減少

約▲2.2億
トン

米国における石炭火力から
ガス発電への転換の促進に
よる

再エネ（太陽
光・風力など）拡
大による減少

約▲1.6億
トン

再エネ発電比率の2000-15
年の平均的な拡大に対し、
2015年は1.2%ポイント分
大きい

日本のCO2排
出量低下

約▲0.4億
トン

原子力稼働率の低下などで
2013年にかけて約1.1億ト
ン引き上げていたが、低効
率火力の停止等による効果

長期トレンドからの2015年の排出低減の要因分解

出典）秋元、http://www.rite.or.jp/system/events/akimoto_ALPSII_2017.pdf より

GDP (Trillion US2005$/yr)



y = 340.64x - 1308
R² = 0.9984
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世界の経済成長と電力消費量の関係
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特に、世界全体のGDPと電力消費量の関係は、強い正の相関関係が続いている。近代の経済活動のために
は何らかのエネルギーは付帯的に使われ、経済成長のためには、特に電力は重要な役割を担っている。

出典）IEA統計、2017
注）GDPは実質、為替換算の2010年価格表示
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主要国の経済成長とCO2排出量の関係：全体動向
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• 一部の先進国では一見
デカップリング（GDPは
増大するがCO2は減少

する）傾向にあるように
も見える。

• 一方、国土、産業構造な
どは各国で様々である
ため、同じような一人当
たりGDP水準でも一人

当たり排出量には大き
な幅がある。

• スイス、スウェーデン、フ
ランスは、比較的GDP
が高い一方、CO2排出

量は小さく、デカップリン
グの最先端とも言える
が、これらの国は以前か
ら、水力、原子力比率が
高く、CO2排出水準は
低い。

• 過去、中国のCO2の上

昇は、先行してきた国と
比較しても急激

• 産業の国際分業も踏ま
えた中で真にグローバ
ルなデカップリングに資
する動向が見られるの
かを精査する必要あり

1971～2015年（EU28は1990年～）

デカップリングの望ましい方向性

全体としては、主要国別に見ると、一部の先進国では一見デカップリング傾向にあるよ
うにも見えるものの、要因が複雑に混在していると考えられ、明確に言うことが難しい。

(2010年の為替換算GDP)出典）IEA統計より



日、米、英、スウェーデンの
GDP当たりCO2排出量（原単位）の比較： 7
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※ 2010年の自国通貨ベースで 2005年=1.0で規格化

生産ベースCO2/GDP

 生産ベースでみると、日本の推
移は、他地域よりも原単位の改
善が低位の傾向がみられる。

 一方、消費ベースCO2原単位で

みると、震災後の原発停止に伴
うCO2排出量の増大を除けば、

日本の推移は他地域と差異は
ほとんどない。

出典）RITEによる推計、http://www.rite.or.jp/system/global-warming-
ouyou/download-data/Analysis_Consumption-Based-CO2.pdf
本間他、エネルギーシステム・経済・環境コンファレンス、2019



主要国の経済成長とCO2排出量の関係：
英国の産業部門別のエネルギーコスト負担と経済成長率の関係 8

出典：野村浩二（慶応義塾大学産業研究所教授）、
https://www.dbj.jp/ricf/pdf/research/DBJ_RCGW_DP60.pdf

保険・金融サービス業などで高い成長率を実現した一方、エネルギー多消費産業を中心とした製造業関連を中
心にマイナス成長。失われた製造業での製品供給が、他国に移転し、結果、グローバルではCO2排出削減に
つながっていないのではないかという懸念が生じる。⇒消費ベースCO2排出量の分析が重要

各産業のエネルギーコストシェア（2014年）と成長率（2000-2014年）



２． グリーン成長に向けて
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共有社会経済パス（SSPs）の概要

技術進展：低;
人口：低;
GDP：低

技術進展：大; 
大規模技術の社会的
受容性：低;
人口：低; GDP：高

ガバナンス：低;
化石燃料価格の地域間
格差：大

化石燃料価格：低;
化石燃料資源量：大;
GDP：かなり高い

SSPs: Shared Socioeconomic Pathways

中位
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大幅排出削減（1.5℃シナリオ）の排出削減シナリオの類型化

出典）IPCC 1.5℃特別報告書

最終エネルギー需要
小 大

SSP1 SSP2
（中位シナリオ）

SSP5SSP1よりも更に小さい
エネルギー需要シナリオ

炭素価格大（炭素リーケージ
を防ぐためにも排出削減の
強力な国際協調が不可欠）
気候リスク対応のためCDR
（CCS, BECCS, DACS等）
技術も大規模に利用

炭素価格小（排出削減の国
際協調が緩やかでも民間主
導で対策が進展）

エンドユースの技術革新に
より経済自律的にエネルギ
ー需要が大きく低下

 全体のリスクマネージメントが重要であり、各
技術に役割有。

 一方、エンドユースの技術革新とそれによるエ
ネルギー需要低下の可能性とその気候変動
対策全体への効果について注目すべき（P1）
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1.5℃、2℃シナリオのCO2限界削減費用（炭素価格）

出典）IPCC 1.5℃特別報告書

P1
P2
P3
P4

P1（低需要シナリオ）：150 $/tCO2程度 P2, P3, P4：400 $/tCO2以上

注）IPCC SR1.5では、1.5℃目標の炭素価格は、2℃目標の炭素価格の3～4倍程度と評価されている。
（ただし、解が得られたモデルでの比較であり、1.5℃目標では解が得られなかったシナリオ分析も多いことに留意が必要）

 P1（低需要シナリオ）ではかなり限界削減費用（炭素価格）が低く実現できる可能性は示されている。

P1：300 $/tCO2程度

P2,3,4：1000～2000 $/tCO2程度
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社会経済シナリオの違いによるベースライン排出量
と２℃目標の関係性

SSPベースライン

2℃目標
（>66%、>50%）

- ベースライン（社会経済の動向）の方が0.5℃前後（例えば1.5～2.5℃程度）の気温目
標の差異よりも、ずっと大きな不確実性あり

- ベースライン（炭素価格ゼロ以下）をいかに低い排出量に導けるか（それに寄与する技
術）は大変重要。

SSP: 共有社会経済パス
（IPCC等で利用予定）

出典）IPCC WG3 第5次評価報告書、2014出典）K. Riahi et al., Global Environmental Change, 2017



CO2
排出量

炭素
価格

ベースラインシナリオ
（SSP5やSSP2のような世界）

気候変動政策シナリオ

炭素価格（限界削減費用）

- 現実世界においては、 高い明示的な炭素価格をつけるようなことは非現実的（世界で高い炭素価格

で協調することは不可能であり、一方、国際協調無しに高い炭素価格付けを行えば、製造業は産業
移転を起こし、炭素排出は他国にリーケージを起こし、温暖化抑制効果は期待できない）。

- 高くない（暗示的もしくは明示的な）炭素価格であっても（２次エネルギー価格の世界的な協調を含
め）結果として、排出が大幅に減るように誘発するような技術、社会の大幅なイノベーションが起こら
なければ、現実世界では大幅な排出削減は不可能と考えられる。

モデル分析による典型的シナリオ: 
通常の技術進展の想定

CO2
排出量

炭素
価格

ベースラインシナリオ
（SSP1やより一層自律的に需

要低下する世界）

気候変動政策シナリオ

暗示的もしくは明示的炭素価格/
限界削減費用

技術、社会の広範な
イノベーションにより

現実社会で要求される世界:
技術革新がより大きく誘発、実現される必要あり

14

モデル分析によってIPCC等で通常示される大幅排出削減
シナリオと現実社会でよりあり得る大幅排出削減シナリオ

（追加的費用）
（追加的費用）
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グリーン成長の機会

グリーン成長の機会 内容

[I] 長期、世

界全体での
グリーン成
長の実現

温室効果ガス排出による外部費
用となっている気候変動影響被
害の内部化

具体的な施策としては、政府による規制、基準、ラベリング、
明示的カーボンプライシング政策等、企業による自主的取り
組み、インターナルカーボンプライス、金融機関によるESG投

資等。長期で見たときには環境外部費用を内部化しないより
も成長につながるが、短期的には経済成長を鈍化させる方
向となる。【世界全体での排出削減が前提】

[II] 中長期、

世界全体で
のグリーン
成長の実現

温室効果ガス低減につながるイ
ノベーションの実現

経済自律的な排出削減が進展するようなイノベーションの実
現（IT, AIによるシェアリングエコノミーの進展など）、それを後

押しする施策（法人税の減税など民間投資の促進政策、良い
経済環境の実現、必要性の乏しい規制の撤廃等）。【世界全
体での排出削減への取り組みがなくても、イノベーションの実
現による効果は世界に広がる可能性大】

[III] 中長期

での対象国
のグリーン
成長の実現

優れた温暖化対策技術・製品の
海外市場展開による輸出額の増
大に伴う対象国の所得の上昇

【世界全体での排出削減が前提。環境調和型技術開発能力
が高い国でのグリーン成長機会】

CO2排出削減への取り組みに

伴う化石燃料価格低下を通した
輸入額の減少に伴う対象国の所
得上昇

【世界全体での排出削減が前提。化石燃料輸入依存度が高
い国でのグリーン成長機会】

化石燃料資源輸入から資本集
約的技術への代替による経済成
長の機会

資本生産性、エネルギー生産性が低下するかもしれないが、
資源生産性を高めることで、全要素生産性の向上となる機会

【化石燃料輸入依存度が高く、環境調和型技術開発能力が
高い国でのグリーン成長機会】



CO2
排出量

ベースラインシナリオ（中位）

気候変動政策シナリオ（well below 2℃シナリオ相当等）

16グリーン成長シナリオのCO2排出量のイメージ

技術固定シナリオ（仮想的シナリオ）：

仮に現状技術で進展がなく、経済の
みが成長するとした場合

イノベーションベースラインシナリオ：ビジネス主
導のイノベーション（IoT, AI等の進展による社会
経済変化等）

環境外部費用の内部化による長期の経済
成長の実現（金融機関によるグリーン投資、
政府各種温暖化・エネルギー政策等）

通常の省エネ（エネ生産性向上とともにTFPも向上）

破壊的イノベーションによる省エネ・燃料転換（エネ生産
性向上とともにTFPも向上） 【グリーン成長要因II】

短期では経済にマイナスだが、超長期では経済にプラ
ス 【グリーン成長要因I】

温暖化のリスクの大きさ次第では更に削減。ただし、国によっては、温
暖化適応での投資、環境調和型技術の輸出増、化石燃料価格低下に
伴う輸入国の輸入額の減少等による、経済成長の期待も可能。
【グリーン成長要因III】
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排出削減費用別の排出削減ポテンシャル曲線

排出削減ポテンシャル
（MtCO2/yr）

単位排出削減費用（$/tCO2）

【負の費用の対策】
- 経済成長を実現可能な排出削減対策
- 現時点でマイナスの限界削減費用にも関わ
らず、広く展開されていない技術は何らかの
隠れた費用が存在しており、それらを含める
と負の費用ではないのが現状。

- 一方、IoT, AI等の進展によって、それを正味
負の費用で除去できるようになる可能性あり

【数百ドル/tCO2の対策】
- 広範に展開するためには、技術
開発によりコスト低減が必要。

- もしくは甚大な気候変動影響被害
へのリスク対応のオプションとして
展開可能なように準備しておく。

【数十ドル/tCO2程度の対策】
- 環境外部費用の内部化により短期
的には経済を悪化させる可能性は
あるが、温暖化被害費用も含めた
長期でみれば経済に良い効果をも
たらし得る排出削減対策0

現状もしくは漸進的な技術
進歩の下での費用曲線

IT, AI等のイノベーションによる技術・

社会変化により、ネガティブコスト（経
済自律的な）対策を実現

ベースライン排出量の低減
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累積排出量と気温上昇の関係および排出に対する気温応答

出典）IPCC AR5 統合報告書

【長期のビジョン】 累積排出量と気温上昇には線形に近い関係が見られる。CO2排出に対する気温

応答は減衰に非常に長い時間を要する。すなわち、いずれのレベルであろうとも、気温を安定化しよ
うとすれば、いずれはCO2の正味ゼロに近い排出が必要。長期的には正味でCO2排出をゼロに近づ
けていくことは重要（時間スケールの問題は残る）
【現実におけるとるべき方策】 一方、気候感度には大きな不確実性あり。長期でCO2正味ゼロ排出に
近づけていく過程は大きな排出経路の幅が存在し得る。総合的なリスクマネジメントが重要

2010年排出に

対する気温上
昇応答。CO2
排出の100年後
の寄与を1とし
て規格化

平衡気候感度（likely(>66%)レンジ）
（括弧は最良推計値もしくはmedian等）

IPCC WG1 第４次(AR4) 以前 1.5～4.5℃（2.5℃）

IPCC WG1 第４次(AR4) (2007) 2.0～4.5℃（3.0℃）

IPCC WG1 第５次(AR5) (2013) 1.5～4.5℃（合意できず）

IPCC WG3 第５次(AR5) ｼﾅﾘｵ
気温推計（MAGICCﾓﾃﾞﾙ） (2014) 2.0～4.5℃（3.0℃）

“likely”レンジが同じ

便宜上、第４次の
評価をそのまま利用

GHG排出の気温上昇へのインパクト

気候感度（濃度倍増時の気温上昇）推計の変遷（IPCC）
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パリ協定との関係性からの示唆

♦ パリ協定は、産業革命以前比で2℃を十分下回るとする目標、1.5℃も
追求、21世紀後半に正味ゼロGHG排出といった長期目標が規定

♦ 5年ごとのグローバルストックテイク（自動的に基本的に同じ方式が続
いていく形）

♦ 2018年12月のCOP24ではパリ協定詳細ルールブックが合意。先進国と

途上国のレビューにおける差異化はなされなかったものの、一方で、
国別貢献NDCsの深堀を強く要請できるような枠組みでもない。

♦ 長期目標と実際の排出のギャップを政策的に埋めていく手段は乏しい。
また、国際協調のない１国や少数国での強力な排出抑制策は、産業移
転、炭素リーケージの点から効果がなく、政策手段として機能しがた
い。

♦ このような状況で、トータルのリスクを管理しながら、パリ協定長期
目標に近づけていくには、グリーン成長が必須であり（それはSDGsと
もシナジー効果が多い）、そのためには、IT, AI等のイノベーションに

よるエネルギー需要サイドの大きな技術、社会変化が極めて重要な機
会となると考えられる。



３．AI, IoT等が誘発するエネルギー
需要の大きな変化の可能性
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エンドユース技術の破壊的イノベーション

Source: C. Wilson (IIASA)

Disruptive innovations of end-use 
technologies such as IoT, AI, will be able to 
induce:
1) From Atomized to connected
2) From ownership to user-ship
3) Sharing economy & circular economy

サイバー空間（仮想空間）とフィ
ジカル空間（現実空間）を高度に
融合させたシステムにより、経済
発展と社会的課題の解決を両立
する、人間中心の社会

出典：内閣府



5 Watts

2.5 Watts

449 Watts

72 Watts

Power

Stand-by
energy use

75 kWh

0.1 kg 1706 kWh

26 kg

Embodied energy

Weight
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IT, AI等のエンドユース技術の革新と社会変化

• 社会はエネルギー消費を目的にエネ
ルギーを消費しているわけではない。
製品・サービスが効用増をもたらすた
め、それに体化されたエネルギーを消
費しているに過ぎない。

• 効用増をもたらす製品・サービスの展
開は急速な場合が多く、それに付随し
たエネルギー・CO2排出低減は急速に
なる可能性あり。

出典：IIASA

完全自動運転等で、AI, IoTの革新が

社会変化を誘発し、エネルギー効率
向上をもたらす機会は多く存在

例えば自家用車の稼働率
は5%前後であり、完全自

動運転でシェアリングとな
れば大きな変化がもたら
され得る。 （出典）http://gendai.ismedia.jp/articles/-/50859



23AI、ビッグデータを活用した需給予測

（出典）日本気象協会https://www.jwa.or.jp/news/2018/02/post-000984.html

（出典）http://www.atmarkit.co.jp/ait/articles/1803/12/news043.html

 食料品
 タクシー配車
 アパレル
 書籍
 オフィス、会議室のシェア化
等々、効率向上の機会は多く存在

 重要な点は、CO2排出削減のため

に消費者の効用を下げて実現をす
るのではなく、AI等の技術進展に

よって効率化を図り、経済自律的に
達成できる可能性を有しているとい
う点である。

 直接的な省エネルギー・CO2削減
対策ではないが、LCA的に付随し

て消費されているエネルギーそして
CO2排出を大きく低減し得る。

⇒ グリーン成長の大きな機会



４．パリ協定長期目標のシナリオ分析：
カーシェア・ライドシェアの効果

注）モデル分析結果は、前提条件に大きく依存し、ここで示す分析結果はあくまで暫定結果であると共に、様々な不確実性
の下で、選択される技術等は大きく異なり得る。トータルのリスクマネージメントの中で、各種技術は評価されるべきである。



分析に用いたモデル：温暖化対策評価モデル
DNE21+の概要 (Dynamic New Earth 21+)

♦ 各種エネルギー・CO2削減技術のシステム的なコスト評価が可能なモデル

♦ 線形計画モデル（エネルギーシステム総コスト最小化）

♦ モデル評価対象期間： 2000～2100年（代表時点：2005, 10, 15, 20, 25, 30, 40, 50, 
70, 2100年）

♦ 世界地域分割： 54 地域分割（米国、中国等は１国内を更に分割。計77地域分割）

♦ 地域間輸送： 石炭、石油、天然ガス、電力、エタノール、 水素、CO2（ただしCO2は国
外への移動は不可を標準ケースとしている）、CO2クレジット

♦ エネルギー供給（発電部門等）、CO2回収貯留技術を、ボトムアップ的に（個別技術を
積み上げて）モデル化

♦ エネルギー需要部門のうち、鉄鋼、セメント、紙パ、化学、アルミ、運輸、民生の一部に
ついて、ボトムアップ的にモデル化

♦ 300程度の技術を具体的にモデル化

♦ それ以外はトップダウン的モデル化（長期価格弾性値を用いて省エネ効果を推定）

地域別、部門別に技術の詳細な評価が可能。また、それらが整合的に評価可能

25



運輸部門、鉄鋼、化学部門の経済自
律的なCO2排出低減

26

完全自動運転車に伴うカーシェア、ライドシェアの誘発に
関するシナリオ分析とその波及に関する分析のイメージ

完全自動運転車の実現
IT, AI, ビッグデータ等の進展
社会的側面の整備（法整備）
など

カーシェアの誘発

公共交通機関との
分担の関係

自動車稼働率の上昇

車両価格が高くても経済
的になりやすくなる。

自動車保有台数の低減

鉄鋼生産用などの
エネルギー消費の低減

ガソリン・軽油需要の低減

連産品としての石油精製
のバランスの変化

産業部門における重油の代替等
が相対的に経済効率的に（ガスへ
のシフト等）

国際海運における
SOx等の規制との
関係：対応のあり方

発電部門への影響

2℃目標等実現の炭
素価格低下

各種部門への影響

(検討中)

(検討中)

シェール
ガス等

リバウンド効果
（他の製品購入や
サービス利用増）
(検討中)

ナフサの低減

鉄、プラスチック製品などの
需要の低減 電気自動車等が相対的

に経済的に

ライドシェアの誘発

自動車移動全体における
エネルギー消費の低減



0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

2010 2030 2050 2070 2090

C
O

2
em

is
si

on
[G

tC
O

2/
yr

]

ベースライン：SSP2
ベースライン：SSP1 
ベースライン：SSP1+カーシェア・ライドシェア

2℃（>50%確率）排出経路：2050年40%削減（2010年比）
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世界排出経路と2℃目標のCO2限界削減費用

出典) RITE DNE21+モデルによる推計

佐野他、エネルギーシステム・経済・環境
コンファレンス、2019

Unit: $/tCO2 (実質価格) 
世界均一の炭素価格を想定

IPCC 
SR1.5分
類との関
係性

2050
年

2100
年

SSP2（中
位ｼﾅﾘｵ）

P3 154 269

SSP1 P2 165 187

SSP1+
ｶｰｼｪｱ・ﾗ
ｲﾄﾞｼｪｱ

P1 126 185

2℃排出経路の限界削減費用

SSP2

SSP1

SSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱ

2℃（>50%）相当排出経路

SSP2に比べ、SSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱシナリオで
は、限界削減費用は低下
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世界の乗用車見通し

2050年

ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞ
ｼｪｱの効果

SSP2 ⇒ SSP1
車両本体の進展により、ハイブリッド車の
普及が拡大。

SSP1 ⇒ SSP1+カーシェア・ライドシェア

シェア化による稼働率の上昇により、車両
本体価格が高くてもエネルギーコストが回
収できるようになるため、ハイブリッド車よ
りも電気自動車の普及がベースラインでも
進む。
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固体燃料：バイオマス

固体燃料：石炭

29
世界における運輸部門のエネルギー消費

2050年

- 車両価格の見通しの違いが、ベースラインにおけるエネルギー消費に違いをもたらす。
（SSP2⇒SSP1）

・完全自動運転実現によるカーシェアリング-ライドシェアリングの誘発を含む社会経済シナリオの違い
の方が、運輸部門に圧倒的に大きなインパクトを有する。 （SSP2、SSP1⇒SSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱ）
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世界における技術別の粗鋼生産量

0

500

1000

1500

2000

2500
SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ SS

P2

SS
P1

SS
P1

+ｶ
ｰ
ｼ
ｪ
ｱ
・

ﾗ
ｲ
ﾄ
ﾞ
ｼ
ｪ
ｱ

ベースライン 2℃目標 ベースライン 2℃目標 ベースライン 2℃目標

2010 2030 2050 2100

粗
鋼

生
産

量
（

M
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Type VII: 電炉-高効率

Type VI: 電炉-中効率

Type V: 電炉-低効率

Type X: 水素利用直接還元法

Type VIII + IX: ガス利用直接還元法

Type IV+CCS: 高炉転炉-次世代コー

クス炉
Type III+CCS: 高炉転炉-高効率

Type IV: 高炉転炉-次世代コークス炉

Type III: 高炉転炉-高効率

Type II: 高炉転炉-中効率

Type I: 高炉転炉-低効率

- 2050年まではいずれのシナリオでも粗鋼生産の拡大が見込まれる一方、SSP1やSSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲ
ﾄﾞｼｪｱシナリオでは、2100年にはSSP2よりもかなり小さな粗鋼生産となる可能性もある 。

- ｶｰｼｪｱによる自動車用鉄鋼製品需要の低下も見られるが、全体の粗鋼生産量との比較では量的に
はそれほど大きいわけではない。
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世界における技術別のエチレン・プロピレン生産量

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450
20

10

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

S
S

P
2

S
S

P
1

S
S

P
1+

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

   
   

  
カ

ー
シ

ェ
ア

・
ラ

イ
ド

シ
ェ

ア

ベースライン 2℃目標 ベースライン 2℃目標 ベースライン 2℃目標

2030 2050 2100

エ
チ

レ
ン

・
プ
ロ

ピ
レ
ン

生
産

量
（

M
t/y

r）

エタンクラッカー-高効率

エタンクラッカー-中効率

エタンクラッカー-低効率

ナフサクラッカー-高効率

ナフサクラッカー-中効率

ナフサクラッカー-低効率

- 長期的にはいずれのシナリオでもガスを利用したエタンクラッカーが優位になると評価される。
- SSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱシナリオでは、SSP1シナリオよりも若干生産量が低下（ｶｰｼｪｱによるプラス
チック需要低下の影響）
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世界における発電電力量

SSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱシナリオにおいては、運輸部門でCO2削減が進み、2050年▲40%に排出の余裕が生
まれ（限界削減費用が低下し）、それによってCCSなしの石炭火力発電も一部経済性を有するように。
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太陽熱

太陽光

風力

原子力

水力・地熱

バイオマス混焼 CCSあり

バイオマス専焼 CCSあり

バイオマス混焼 CCSなし

バイオマス専焼 CCSなし

ガス火力 CCSあり

ガスCGS

ガス火力 CCSなし

石油火力 CCSあり

石油火力 CCSなし

石炭火力 CCSあり

石炭火力 CCSなし



５． まとめと課題
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IPCC WG3 AR6の構成（Co-vice chair: Diana Urge-Vorsatz 氏資料より）

AR6で特に新しい
とされている章
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ダイヤ: 鉄道、乗合バスなど 個（自）: 自家用車、自動二輪車など

個（人）: 徒歩、自転車 平均移動時間

 日本全体として、2050年に移動需要が激減するケース（低需要化：個(自)が現況比▲47%）と
急増するケース（高自由度：個(自)が現況比+30%）がありうる

生活時間から日本の移動需要推計：リバウンド効果等の検討

• 2100年までの長期では、社会、経済、技術等、大きく変化する可能性が高い

• 一方で、現存の統合評価モデルは主に過去のトレンドに基づいて活動量（財・サービス需要）のシナ
リオを構築

• それに対し、生活時間および時間予算（タイムバジェット）の観点から生活行動をみることで、技術革
新や政策によるサービス需要の変化とそれがもたらすエネルギー需要を、リバウンドを含めて包括
的かつ整合的に捉えられる可能性あり

• 生活時間およびタイムバジェットから財・
サービス需要を特定・定量化すること
で、整合的な低エネルギー需要シナリオ
の検討も実施中

完全自動運転シナリオ
出典：魏ほか、エネルギーシステム・
経済・環境コンファレンス、2019
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まとめ

♦ 様々な不確実性をよく理解した上での総合的なリスクマネージメントは重要。各種の温
暖化対策技術のコスト、ポテンシャル、どういった場面で重要な役割を果たし得る技術
なのか、等を見極め、それぞれの技術の活用を考えることは重要。低炭素排出エネル
ギー供給・利用の温暖化対策技術開発は重要

♦ ただし、イノベーションは様々な技術等の新たな繋がりで生まれる。直接的な
温暖化対策技術ではない技術の進展が新たな結合を生み、社会を変化させ、大
きな温暖化対策になる可能性あり。AI, IoT, ビッグデータ等の進展が、効用を低

下させずに、需要低減をもたらし、エネルギー需要の大きな減少に寄与する可
能性がある（プロダクト、サービスの革新から、エネルギー、温暖化対策を考
える。ビジネスベースの経済自律的なCO2排出削減へ）。

♦ 本報告では、自動運転によって誘発されるカーシェア、ライドシェアが、他部
門への波及も含めて、エネルギー需給、CO2排出にどのような影響を及ぼし得る

かについてモデル分析を実施。大幅な排出削減への多様な道筋の一つを定量的
に提示

♦ AI等の進展によるエネルギー需要低減は幅広い分野に及ぶ可能性がある一方、
国内外の統合評価モデル（IAM）分析では、具体的、定量的な分析はほとんど手

付かずであった。モデル拡張を行いながら（リバウンド効果などの考慮も）、
そのエネルギー需給全体に及ぼす影響を整合的に分析し、技術開発、政策への
示唆を導いていく予定。IIASA他、海外の研究機関とも協力しながら、引き続き、
より現実性のある大幅排出削減の道筋を探求していく。



付録
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食料のライフサイクルにおけるエネルギー消費・GHG排出推計例

出典：https://www.oregon.gov/deq/FilterDocs/PEF-FoodTransportation-FullReport.pdf

出典：GRAIN (2011) Food and climate change: the forgotten link

食料のライフサイクルでは相当
大きなエネルギー、GHG排出が
なされている。

食料ロス・廃棄を減らせられれ
ば、生産量が減り、加工や輸送
等におけるエネルギー消費、容
器の低減とそれを製造するため
のエネルギー消費、小売での保
存、陳列の食料品減少によるエ
ネルギー消費低下など、大きな
波及効果が予想される。

食料のライフサイクルにおけるエネルギー消費（米国）の推計例

GHG排出量に対する食料需給関連の寄与（世界）の推計例

米国での推計例では10.8 EJ/yr（1990年代）（エネルギー消費全体の12%程度）
食料のライフサイクルにおける様々な工程でエネルギーが消費される。
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カーシェア、ライドシェアシナリオの想定

♦ カーシェア・ライドシェアを明示的には考慮しないシナリオ（標準シナリオ）と以下のように考慮した場
合（自動運転シェアカー普及シナリオ）について、DNE21+モデルによる試評価を実施

♦ 自動運転シェアカーは2030年以降利用可能とし、主要なパラメータはFulton他(2017)等を参考にしつつ、
以下のように想定

- 自動化の費用：自動化のために1台当たり10,000$の費用と想定(2030年)。技術進歩による価格低減も
見込んだ(2050年：5,000$、2100年：2,800$)。

- 自動車の稼働率：国土面積当たりの自動車による旅客輸送サービス需要が多いほど、自動車の稼働率が
高いと想定（国土面積当たり乗用車旅客輸送サービス需要と一台当たり年間走行距離の関係は下図）

- 自動車の寿命：従来の自家用車を13～20年と想定しているのに対し、シェアカーは6～20年と想定

- 一台当たり乗車人数：従来の自家用車は将来に向けて乗車人数の低減を見込んでいるのに対し(2050
年：1.1～1.5人、2100年：1.1～1.3人)、ライドシェアリングを見込み、シェアカーは2050年1.75人、
2100年2人と想定
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国土面積当たり乗用車旅客輸送サービス需要と一台当たり年間走行距離の関係
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移送手段による移動距離当たりの平均コスト（項目別）
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（データ出典）Litman, Transportation Cost and Benefit Analysis (2009, 2015, 2017, 2018)
・車両コスト以外の要素のコストも大きい。

・自動運転の有無、シェアリングの有無の費用を考慮するため、ここでは時間と安全性のコストを先行して
モデルで反映した。
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自動運転車・シェアリング関連の機会費用の想定

時間コスト 安全性コスト

完全自動運転
のみ有

賃金 ($/hour) = Per capita GDP ($/year)÷2000
(hour/year; 一年あたりの労働時間)
移動時間 (hour/year) = 移動需要 (p-km/year) ÷30 (v-
km/hour; 車速)
運転フリー便益 ($/year)＝賃金 ($/hour)×0.15 (便益率)×
移動時間

安全性向上便益 ($/year) 
= 0.1 ($/v-km)×(1 - 完
全自動運転普及率)×移
動需要 (v-km/year)

シェアリングの
み有

シェアカー利用コスト ($/year)＝賃金×0.35 (便益率)×移
動時間×0.1 (移動時間増加率) ×(1 – シェアカー利便性)

完全自動運転
かつ

シェアリング

運転フリー便益 ($/year)

シェアカー利用コスト ($/year)
安全性向上便益 ($/year)

・時間コストとして、運転フリー便益（完全自動運転により
付与）とシェアカー利用コスト（シェアリングにより発生）を
想定

・安全性コストとして、安全性向上便益（完全自動運転に
より付与）を想定 0

0.2
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1

2000 2020 2040 2060 2080 2100

シェアカー利便性

完全自動運転普及率

シェアカー利
便性・完全自
動運転普及率
の想定

完全自動運転シェアカーによる移動に対し、「完全自動運転かつシェアリング」の機会費用を、従来の自家用車との相対
費用として想定した。
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自動運転車・シェアリング関連の機会費用推計例：
米国の場合

・運転フリー便益は、賃金の上昇と共に徐々に増加する。

・シェアカー利用コストは、賃金の上昇に伴うコスト増をシェアカー利便性の向上によって相殺し、ほぼ
横ばいとなる。

・安全性向上便益は、完全自動運転車の導入の当初は大きいが、完全自動運転車が普及してしまう
と、相対的な便益はなくなる。
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カーシェア・ライドシェアリングによる
乗用車台数減少の影響

♦ 2050年における乗用車の保有台数は60%に、新車販売台数は70%に
(SSP1→SSP1+カーシェアリング・ライドシェアリング)。

【粗鋼生産量への影響】

♦ 乗用車1台当たり1000kg、小型トラック2500kg、バス5000kg、大型ト
ラック5000kgと想定(平戸他、2009)し、新車ベースの鉄重量に換算する
と、78%に（SSP1→SSP1+カーシェアリング）

♦ 全体の粗鋼生産は98%に。

♦ その際、自動車輸入国は域内の車体需要減ほどには粗鋼生産量が低下し
ないものの、自動車輸出国は域外の車体需要減に応じて粗鋼生産量が低
下するような想定をおいて計算。

【エチレン・プロピレン生産量への影響】

♦ エチレン・プロピレンに占めるプラスチックのシェアは85%、そのうち
自動車のシェアは8%と想定。

♦ 結果、エチレン・プロピレンの生産量は99%に（これに伴い、ナフサ、
エタン共に減少）。
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世界における製品別の石油精製量

2050年

SSP1やSSP1+ｶｰｼｪｱ・ﾗｲﾄﾞｼｪｱシナリオでは、自動車用のガソリン、軽油需要が大きく低下
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世界における産業部門、民生部門
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- 2050年に向けては、産業、民生部門に

おいて、いずれのシナリオにおいても、
ガス、電力需要が拡大。

- エチレン・プロピレン生産量で示したよう

に排出削減時にはガスへの転換も生じ
ているが、トップダウン部門も含めた全
体としては排出削減時の方が減少して
いる。

2050年

2050年

産業部門

民生（業務・家庭）部門
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日本の移動需要: 分析フレームワーク

・移動時間と移動距離を
直接的に対応させ、異な
る属性をもった代表的個
人の移動需要構造を明
らかにし、彼らの移動需
要の積み上げとして日
本全体の移動需要を推
計する
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日本の移動需要: 代表的個人と推計対象

生活圏内移動距離R, P, M (km/yr)

= トリップ回数R, P, M (ﾄﾘｯﾌﾟ/yr) ×トリップ距離原単位R, P, M (km/ﾄﾘｯﾌﾟ)

= トリップ回数R, P, M (ﾄﾘｯﾌﾟ/yr) ×トリップ所要時間R, P, M (h/ﾄﾘｯﾌﾟ) ×移動速度R,M (km/h)

= 移動時間R, P, M (h/yr) ×移動速度R,M (km/h)

R: 個人属性（地域, 男女, 年齢, 就業, 職業）
P: 移動目的（通勤通学, 業務, 私事）
M: 移動手段（個（人）, 個（自）, ダイヤ）

総移動需要 = 生活圏内移動 + 生活圏外移動

性別 年齢 就業 Representative

男

15～29 有 M1
無 M2

30～49 有 M3
無 M4

50～64 有 M5
無 M6

65+ 有 M7
無 M8

女

15～29 有 F1
無 F2

30～49 有 F3
無 F4

50～64 有 F5
無 F6

65+ 有 F7
無 F8

職業 Representative
管理 A

専門、事務、
販売、ｻｰﾋﾞｽ B

農林漁業 C
生産工程 D

地域 Representative
3大都市圏 M
大都市圏 U
都市 C
町村 V

×

・160の代表的個人を設定し、統

計データからボトムアップ的に
移動構造を推計する
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日本の移動需要: 現況の再構成

48

生活
圏内

生活
圏外

* 個（人）: 徒歩、自転車など、個（自）: 自家用車、自動二輪車など、ダイヤ : 鉄道、乗合バスなど

・交通手段別の移動サービス需要が決まれば、エネルギーモデルによって必要なエネル
ギー消費が求まる
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日本の移動需要: 将来シナリオの計算方法
49

・社会経済、技術革新におけるMega-trendを設定し、2050年までの変化を検討する

現状
(2015-16)

Mega-trend I
(少子高齢化)

Mega-trend II
(男女共同参画)

Mega-trend III
(3次産業化)

Mega-trend IV
(自動運転導入)

Mega-trend IV-A
(低需要化)

Mega-trend IV-B
(高自由度)

社会経済の変化
交通の変化

将来
(2050)
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Mega-trend 定性的変化

I. 少子高齢化 a 地域・男女・年齢別人口の変化

b 65+歳就業率が増加

II. 男女共同参画の進展 a 女性の有業者割合、管理職が増加
b 若年層ほど男女差が収束

III. 経済成長
（3次産業シフト） ブルーカラーからホワイトカラー・管理職へシフト

IV. 交通
関連技
術革新

共通 a 完全自動運転乗用車の普及により、個（自）の選好が上昇
b 自動運転車による交通流の効率化から、個（自）の移動速度が上昇

A. 低需要化

a シェアカー志向により、個（自）の実質移動速度が低下
b オンラインショッピング、在宅余暇の効用向上により、私事移動需要が減少
c ホワイトカラーにおけるテレワークの浸透により、通勤移動需要が減少
d e-Educationの普及により、通学移動需要が減少
e 健康促進の喚起から、都市部の個（人）移動割合が増加

f コンパクトな都市設計により、都市部のダイヤ移動割合が増加し、1トリップあたりの移動距離
が低下

B. 高自由度

a オンデマンド移動への強い志向により自動車を完全保有し、ダイヤ移動から自動運転乗用車移
動にシフト

b 交通流の効率化により、交通手段の移動速度が増加。都市部の個（自）は道路渋滞により移動
速度が低下

c 自動運転乗用車による移動中の快適性向上により、移動が“ながら”活動化（時間制約を非感知）
し、都市圏が拡大

d 道路整備により、末端交通が個（人）から個（自）にシフト

日本の移動需要: Mega-trendの想定（定性的ストーリー）

・各ストーリーラインの低位と高位の組み合わせを計算し、次の頁では中央値となるケースを抽出
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